
診料，診断書料，性感染などの検査費用及び
人工妊娠中絶費用などを含む。）を公費によ
り負担することにより，犯罪被害者等の精神
的・経済的負担の軽減を図っており，各都道
府県警察においては，これらすべての項目を
公費負担の対象としている（性犯罪被害者に
対する緊急避妊などに要する経費（国庫補助
金）：24年度109百万円，25年度71百万円）。
　今後も，警察庁において引き続き予算措置
を講じ，できる限り全国同水準の支援がなさ
れるよう，都道府県警察に対して支援内容の
充実を図るよう指導していくとともに，性犯
罪被害に伴う精神疾患についても犯罪被害給
付制度の対象になることの周知も含め，本制
度の適切な運用について指導していく。
　また，性犯罪被害以外の身体犯被害につい
ても，被害者の刑事手続における負担を軽減
するため，犯罪被害に係る診断書料，死体検
案書料，初診料の費用を公費により負担して
いる（身体犯被害者の刑事手続における負担
の軽減に要する経費（国庫補助金）：24年度
38百万円，25年度40百万円）。

○ 　海上保安庁においても，犯罪被害に係る
事件の立証上診断書または死体検案書が必
要とされる場合は，診断書等の取得に必要
な作成費用を公費により負担している。ま
た，捜査上の要請から行う事情聴取のため

に犯罪被害者等が出頭する場合の旅費につ
いても公費により負担している。

⑺　司法解剖後の遺体搬送費等に対する措置
【施策番号18】

　都道府県警察において，司法解剖後の遺体
を遺族宅まで搬送する費用や解剖による切開
痕などを目立たないよう修復するための費用
を公費により負担し，遺族の経済的，精神的
負担の軽減を図っている（司法解剖後の遺体
搬送費及び遺体修復に要する経費（国庫補助
金）： 24年度95百万円，25年度102百万円）。

○ 　海上保安庁においても，司法解剖後の遺
体を遺族宅まで搬送する費用や解剖による
切開痕などを目立たないよう修復するため
の費用を公費により一部負担している。

⑻　医療保険の円滑な利用の確保
【施策番号19】

　厚生労働省において，犯罪被害者であるこ
とをもって保険診療を拒むことは法律上認め
られていないため，平成23年度に改めて，そ
の旨の保険医療機関への周知を徹底した。仮
に保険診療の実施を拒まれる事例があれば，
地方厚生局から当該医療機関に対して適切な
指導を行うことにより，犯罪被害者等の医療
保険利用の利便性を確保することとしている。

⑴　公営住宅への優先入居等　
【施策番号20】

ア 　国土交通省において，平成16年から17年
にかけて，配偶者からの暴力被害者，犯罪
被害者等を対象とした公営住宅への優先入
居や目的外使用などについて地方公共団体
に対して配慮を依頼する通知を発出した。
　さらに，平成23年度には，公営住宅への
優先入居等の手続きの簡素化に関する通知
を発出した。

【施策番号21】
イ 　独立行政法人都市再生機構の機構賃貸住
宅における犯罪被害者等の入居優遇措置に
ついては，公営住宅における受入状況や地
方公共団体等からの要請の有無から，現時
点では措置の導入には至っていないが，今
後も公営住宅における犯罪被害者等の受入
状況などを注視していくこととする。なお，
住宅に困窮する犯罪被害者等の住宅を確保
するため，公営住宅の管理主体から機構賃
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貸住宅の借り上げなどの要請があった場合
には，柔軟に対応することとしている。

【施策番号22】
ウ 　また，国土交通省において，警察等の関係
機関との連携を図り，犯罪被害者等の支援の
ために適切な対応を図ることとしている。

⑵　被害直後及び中期的な居住場所の確保
【施策番号23】

ア 　厚生労働省において，児童相談所・婦人
相談所の一時保護所や，婦人相談所が一時
保護委託先として契約した婦人保護施設や
民間シェルターなどにおいて一時保護を実
施しており，犯罪被害者等の個々の状況に
応じて保護期間を延長するなど柔軟に対応
するとともに，加害者等の追求から逃れる
ため，都道府県域を超えて一時保護・施設
入所がなされる広域的な対応を行うなど適
切な運用に努めている。

【施策番号24】
イ 　厚生労働省において，「子ども・子育て
ビジョン」に基づき，虐待を受けた子ども
と非行児童との混合処遇等を改善するべ
く，次世代育成支援対策施設整備交付金の
活用を含め，児童相談所の一時保護所の環
境改善を推進する（平成26年度までに全都
道府県・政令指定都市・児童相談所設置市）。
　厚生労働省において，福祉行政報告例等に
より，児童相談所の一時保護所の職員数や一
時保護日数などのデータを把握している。平
成23年度の一時保護所における一時保護延べ
日数は，562,322日となっている。

【施策番号25】
ウ 　厚生労働省において，婦人相談所による
一時保護について，福祉行政報告例等でデー
タを把握しており，平成20年度からは，婦人
相談所が婦人保護施設や民間シェルターな
どに一時保護委託をする際の委託費を引き上
げた。
　平成21年度からは，婦人相談所が婦人保
護施設や民間シェルターなどに一時保護委

託をする場合に，同伴児童のうち特に乳幼
児に対するケアを充実するため，新たに乳
幼児用の単価を設定している。さらに，平
成24年度から退所後の自立に向けた支援の
一環として，施設の近隣アパート等を利用
して生活訓練を行う場合に，建物の賃貸料
の一部を措置費算定している。引き続き，
調査結果を踏まえながら，有効な施策を実
施し，児童虐待や配偶者からの暴力の被害
者に関する施策の充実を図っていく。
　児童相談所において，必要があると認め
るときは，子どもの一時保護（委託を含む。）
を実施している。平成23年度の所内一時保
護件数は20,289件，委託件数は9,985件と
なっている。また，従来から保護を要する
女性については婦人相談所において一時保
護（委託を含む。）を実施しており，配偶
者からの暴力や人身取引被害者等を含めた
一時保護件数は，23年度で11,246件（要保
護女性6,059件，同伴家族5,187件）となっ
ている。

【施策番号26】
エ 　警察庁において，平成19年度から，自宅
が犯罪行為の現場となり，破壊されるなど
居住が困難で，自ら居住する場所が確保で
きない場合などに，一時的に避難するため
の宿泊場所を公費により提供し，犯罪被害
者等の経済的，精神的負担の軽減を図って
いる（犯罪被害者等に対する一時避難場所
などの借上げに要する経費（国庫補助金）： 
24年度16百万円，25年度16百万円）。
　今後も，都道府県警察に対して，本制度
の効果的運用について指導していく。

【施策番号27】
オ 　内閣府において，地方公共団体に対して，
犯罪被害者等施策主管課室長会議や地方公
共団体職員を対象とする研修会などを通
じ，居住場所の確保や被害直後からの生活
支援に対する取組がなされるよう要請して
いる（地方公共団体における居住場所確保
等支援状況は，第１章P27参照）。
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